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　発達障害支援の課題としてこれまで直接処遇職員や専
門的な支援を行う者がいかに支援（アセスメントや療育
的対応、学習支援など）を行うかといったことが研究の
主だった視点だった。しかし、そのような視点だけでは、
困り感を持つ子どもや保護者一人ひとりの適切な人間関
係の構築や２次障害の発生予防、自立・社会参加など生
活全般の支援を行うには不十分である。2004 年に施行
された発達障害者支援法においても地域での生活支援や
発達障害者の家族への支援などが盛り込まれており、さ
らに 2008 年の厚生労働省の報告の中では、今後の発達
障害支援の課題として「当事者とその家族自身がその能
力を高め問題を解決できるように支援すること」、「地域
と当事者及びその家族が連携できるように支援するこ
と」などが挙げられている。このような課題を達成して
いくために、地域のボランティア団体が余暇活動支援や
相談業務など様々な支援を行う中で、どのような点に注
意しながら事業を進めていくことが当事者や家族の能力
を高め、地域との連携を築くために必要なのかを検証し
ていくことは今後の障害者の地域支援では重要である。

　まずは、支援活動の中心となった研究会の立ち上げか
らNPO設立までの経緯について説明する。2001 年（平
成 13 年）に、障害児の療育に関する研究会として「広
島感覚統合発達研究会」を発足した。本研究会の目的は、
多職種が集い発達障害児の支援について情報共有し、地
域関係者の支援力の強化を図るというものであった。発
足当時の主要メンバーは海塚（広島国際大学）と小西（小
学校の特別支援学級担任）そして川邊（福祉施設の心理
療法士）の３人だった。研究会と言いながらも３人の相
談会という雰囲気で企画を練り、療育に関する理論の紹
介や他の小学校等に対して参加を呼びかけて実践報告な
どを行っていた。研究会が発足して１年が経過しようと

していたが、実践報告をまとめて発表することへの負担
感が生じ、会員や保護者から研修のみではなく実践活動
を通した支援を求める声が多くなり、研究会主催者側と
その他の参加者のニーズとの間に方針のズレが生じてき
た。その結果、実践活動を報告する者が減少すると同時
に参加者も減少していった。このことを受けて、本来、
研究会発足メンバーの構想にもあった「子どもと家族の
普通の幸せを願う」ということを形にしようと、実際に
子どもたちを集めて実践活動（直接的支援）を行うとい
うスタイルに移行することとなった。賛同者を募り、学
生ボランティアと小学校や特別支援学校の教員等の協力
を得ながら月に一度の療育活動を展開するようになっ
た。療育活動の後には毎回学生ボランティアと保護者そ
してスタッフを交えたカンファレンスが行われ、活動の
内容についてはもちろん、その他、日ごろ気になってい
ること、家庭や学校において本人または保護者が困って
いることやその対応方法などについて自由に質疑が交わ
された。その中で、保護者やスタッフから、この活動
の他に「休日に過ごせる居場所作りをしてほしい」「挨
拶や対人コミュニケーションといった社会的スキルを身
につけさせてほしい」という意見が出るようになった
が、研究会としての社会的認知度の低さから活動する場

所の確保が難しく、多く
のニーズに応えることは
できなかった。そこで本
研究会の知名度を高め、
会の活動がスムーズに展
開するために 2007 年に
NPO 団体として申請を
行った。認可された後は
NPO として、これまで
の活動同様に月例会（療
育活動）を実施し、さら
に、これまでにもあった

ニーズへ応えるため、会に所属するスタッフの特性を生
かした形で事業を展開していった。そのNPO設立時の
事業内容を表１に示す。

事業内容 実施場所 対象者
（人数）

感覚運動指導と指導者の養成 小学校、体育館 障害児童
（18）

保護者同伴カンファレンス・教育相談 公民館・保護者宅など 保護者
（18）

教員や専門職に対する研修・事例検討会 広島国際大学教育センター 教員や専門職
（15）

発達障がい児の学習指導 福祉センター等 発達障害児
（２）

支援を必要とする子どもの音楽療法 不定 要支援児童
（10）
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　本NPOが支援活動の中で目指したものは大きく次の
２点に集約される。ひとつは、子どもに対する療育活動
とそれを受けて行うカンファレンスや発達相談や教育相
談、そして学生ボランティアに対する支援者になるため
の力量形成である。もう一つのねらいは「家庭と学校を
結ぶコーディネーター」としての機能を持たせることで
あった。本報告では、このねらいが、「当事者とその家
族自身がその能力を高め問題を解決できるように支援す

ること」、「地域と当事者及びその家族が連携できるよう
に支援すること」へどのようにつながっていったのか、
また、このことを達成するにはどのような点に留意が必
要か、という視点で実際に支援を行った代表的な事例と
会に参加した保護者へのアンケート結果から考察する。
　アンケートの概要は会の活動の課題と保護者のニーズ
を捉えることを目的として、2007 年から 2012 年までに
活動へ参加した 31 世帯（主に子どもと母親）を対象と
して、郵送による質問紙調査を実施した。質問紙の構成
は基礎情報と会の活動に関する８つの質問項目（自由記
述）から構成されている。表２に質問項目を示す。

Ｑ１
「親子で遊ぼう会」には、どのような経緯で入会されましたか。当てはまるものに○をつけてください。
　　ア）友人からの紹介　　イ）知り合いの保護者からの紹介　　ウ）ＨＰを見て
　　エ）その他（具体的に：　 ）　

Ｑ２
「親子で遊ぼう会」には何年間所属していましたか。当てはまるものに○をつけてください。
　　ア）１年未満、　　イ）１年以上２年未満、　　ウ）２年以上３年未満、　　エ）３年以上４年未満
　　オ）４年以上５年未満、　　カ）５年以上６年未満、　　キ）６年以上

Ｑ３
「親子で遊ぼう会」に参加して、お子さんの様子に何か変化はありますか（ありましたか）。
できるだけ具体的に書いてください。

Ｑ４
「親子で遊ぼう会」に参加して、お子さんへの考え方や印象に変化はありますか（ありましたか）。
できるだけ具体的に書いてください。

Ｑ５
「親子で遊ぼう会」の保護者同士の関わりで、子育て等について参考になったことがありましたら、
具体的に書いてください。

Ｑ６
「親子で遊ぼう会」に参加したことで、家庭内で何か変化はありますか（ありましたか）。
できるだけ具体的に書いてください。

Ｑ７
学校（担任を含む）生活で「親子で遊ぼう会」が果たす（果たした）役割は何ですか。
できるだけ具体的に書いてください。

Ｑ８
地域、家庭、学校の連携の中で「親子で遊ぼう会」が果たす（果たした）役割は何ですか。
できるだけ具体的に書いてください。

Ｑ９
その他、会に対する要望等ございましたらご記入ください。
できるだけ具体的に書いてください。

 ※　「親子で遊ぼう会」　とは本ＮＰＯが実施している事業の通称
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　事例に関しては、保護者から研究発表への協力許可を
得たものを掲載する。アンケートの回収率は 42％（13
世帯）で、事例に関連する項目に分けて記述する。

①事例Ｎ
　Ｎは小学生低学年から会に所属していた。中学校に
入学してからは、周囲の生徒から空気を読めないＮと
いうことで「いじめられる」ことが増えてきた。もと
もと学校にあまり期待していない保護者であったが、
いじめについてはかなり抗議していた。その結果、そ
れなりにクラスの体制は改善したが、もともと対人コ
ミュニケーションを得意としないＮはクラスで孤立し
ていった。会には定期的に通っていたために、保護者
と会との間ではＮに関する対話は十分にできていた。
そして、しばらくして、保護者を交えたカンファレン
スの場でＮと同じような境遇にあった子どもを持つ保
護者と出会い、Ｎに学校の外に目を向けるような支援
をしてみてはどうかという話になってきた。その後、
学校生活を送る傍ら、自分の趣味を活かした教室に通
い、そこで仲間と出会い、休日には友人と出かけるよ
うになった。また、高校進学前は会と保護者で話し合
い、定時制を選択。新たな仲間と楽しい高校生活を送
ることとなった。
　この経緯の中で、Ｎの保護者は同じような思いを
もった保護者と出会うことで自身の子育てを振返り、
Ｎの精神的な安定を目的とした生活スタイルを重要視
するようになった。また、Ｎの障害を客観的に理解す
ることで、それまでの漠然とした不安からＮの将来を
見据えた子育てへと変貌していった。次第にこちらか
ら何らかの提案をするのではなく、「進路はこのよう
に考えている」「Ｎの性格を考えると○○のようなこ
とをしていくこともよいかも」というように保護者と
子どもで話し合い、具体的な手立てを元に相談に訪れ
るようになった。

②事例Ｋ（きょうだい）
　会が発足して間もなくきょうだいで入会してきた。
きょうだいで障害が異なり、入会当初は２人の異なっ
た特性をもつ子どもの対応に保護者はかなりストレス
フルな状態だった。実践活動後のカンファレンスでは、
とにかく日常生活の細かいことまで質問をしてくるよ
うな状態だった。それは「何かすることで障害がなく

なる」というような思いを抱いているようにも見え
た。実際に、保護者の質問に対して専門スタッフが具
体的な手立てを示すと、それを実践して、結果が伴わ
なければまた次の手に出るといった具合だった。この
保護者の様子が変わるきっかけとなったのは夏の療育
キャンプにおける他の保護者との懇談だった。入会し
て数年が経過していたが、人に対して好き嫌いがはっ
きりしている保護者だったが、子どもの成長と共に他
の保護者と子どもの将来について話題を共有するよう
になっていた。
　その後は毎年キャンプに参加するようになったのだ
が、その中で「保護者や学生ボランティアと本音で話
すのが楽しい」という感想を述べていた。次第に新し
く参加してくる保護者のフォローをするような立場に
なっていた。当人たちは（子どもたちは）、そのよう
な保護者の頑張りと担任の努力もあって、学校生活へ
適応し、自発的な欲求や発言がほとんど見られなかっ
たＫ（姉）も自分の思いを伝え、習い事を始める生活
に対する積極的な態度が見受けられるようになってい
た。
　最近になって母親から、「この会は、いろんなこと
をしてくれたけれど、最近思うのは、会で何かをして
もらうよりも会そのものの存在がすごくよかった、安
心できる」といった感想を聞いた。会として特別な支
援は行っていないが、保護者同士のつながりの中で自
ら考え行動することの喜びを得たように思われた。

　研究会からNPOへの移行のきっかけとなった保護者
からのニーズのひとつにあがったように休日・長期休暇
などの余暇活動支援の要望は多く、『障害を持つ子の休
日は、テレビやビデオの視聴が中心になり、外出は買い
物程度で運動不足になりがちである（由谷、2007）』な
どの指摘もされている。また、保護者が余暇活動の支援
に求めるものについて、高橋ら（2004）は、第一に『子
どもが安心して楽しく過ごせる』ことを挙げている。そ
の上で、子ども各々の興味や特性に合わせた活動を行う
ことや、支援活動の場が保護者同士の交流や息抜きの場
になるとさらに活動への満足感が高まると述べている。
　子どもの様子の変化（Ｑ３）については、「居場所が
できて楽しそうである」、「会のある日を楽しみにしてい
た」、「引きこもりがちな時も参加していた」など、余暇
活動支援の際に保護者にとって最も重要な、子どもが安
心して楽しく過ごせるということについては達成できて
いるようであった。
　このような活動への参加の中、保護者の変化でみる
と、Ｑ４の「親子で遊ぼう会」に参加して、お子さんへ
の考え方や印象に変化はありますか、という問いに対し
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て、「客観的に子どもを見ることができるので、日ごろ
見られない一面や発見があって家での対応の参考になり
ます。」、「同じ遊びの中でもスピードや揺れの大きさを
変えることで子どもの表情も変わってくるんだなと関わ
る側としてやれることをしていこうと思った。」などの
回答があり、客観的な視点の獲得や対応を学習が進んで
いると考えられる。
　この変化には、参加している保護者同士の関わりと保
護者とNPOスタッフとの関わりが関連していると考え
らえる。まず保護者同士の関わりだが、子どもが集団の
中で他の子どもと関わりをもつことで変化する場合もあ
るが、同じように保護者も専門家との相談だけでは得ら
れない変化が保護者同士の関わりによって生じていると
考えられる。専門家からは得られない、保護者同士の関
わりとして、同じ立場の親同士であるから安心して話せ
たり、共感的に話に耳を傾けることが考えられる。その
他にも、子育ての経験に基づいた知識を交換したり、行
政の広報やインターネットには載っていない口コミ情報
の交換などもできる。これらのことは、Ｑ５の「親子で
遊ぼう会」の保護者同士の関わりで、子育て等について
参考になったこと、に対する回答にも現れており、具体
的に「療育機関の情報やパニックになった時などの対処
法をうかがったり、きょうだいの育ち、接し方について
などの情報を得ることができた」、「保護者同士は主に悩
みを共感しあう存在でした。そこで同じ悩みだった場合、
どのように対処しているのか聞いて参考にしました。」
などの回答があった。
　しかし、保護者は自身の子どもを育てた親ではある
が、専門家ではない。この不足している専門知識の部分
をNPOスタッフが担い、他の保護者からの情報と相互
に補いあうことにより、子どもや障害の理解を促すこと
ができる。また、保護者だけでは交流や会話が深まらな
いこともあり、交流をサポートするスタッフも必要とな
る。このような関係性は、保護者とスタッフだけでも、
保護者同士だけでもできないことであり、保護者、他の
保護者、専門家の三者が揃って始めて可能となることで
ある。
　これは、宋ら（2004）の調査研究でも、親の会がどの
ような面で役に立っているかを尋ねたところ、「様々な
情報交換ができる」が約 91％で最も多く、また、「勇気
付けられたり、ストレス発散の場になる」と答えた人が
約 85％を占め、情報交換やストレス発散において保護
者同士の交流が重要だということが示されている。同時
に、Ｑ９今後親の会に求めるもの、していきたい活動に
ついては、「子どものための指導プログラム」や「教育
関係者との交流」と答えた人が６割と最も多く、多くの
親は、親自身の心の支えのみではなく、子どもの支援の
ための実際的なサポートをも非常に求めていることも示

されている。
　このような関係や経験から実際に家庭でも変化が生
じ、Ｑ６の「親子で遊ぼう会」に参加したことで、家庭
内で何か変化はありますか、という問いにも、「相談で
きる場所ができて、家庭内で袋小路に落ち込むことが
減った。」などという回答がみられた。この回答におい
ても、NPOスタッフのみを相談対象とみているのであ
れば、『相談できる人ができた』という言い回しになる
ことも考えられる。あえて「場所」と回答するのは、他
の参加保護者も含めての「場所」となっているのだと推
測される。また、そのような相談や情報を活かし、家庭
生活においても「お手伝いも本人が好きな水を使って両
手を使うこと、注視することを目的に皿洗いをさせまし
たが、意欲的で周りからもほめられ効果がありました。」
といった回答に見受けられるように参加・交流すること
で適応力が向上していると考えられる。

①事例Ｍ
　Ｍは盲学校（旧名称）の小学部に所属。家庭、学校、
会でも比較的安定した状態を保っていた。会には保護
者の友人の紹介で、様々な遊び体験をさせたいという
目的で参加することとなった。入会して１年ほどが経
過したある時に、会の活動場所である体育館に入る時
にパニック様の行動を示すようになった。そこで、原
因を探るために学校と家庭に協力要請して、２か月間
に渡り、24 時間行動記録をすることとなった。24 時
間の記録はクラス担任の業務にも大きく影響を及ぼす
ものであったが、担任には会へ参加してもらいＭの会
での状態を確認してもらった上で、記録に了承・協力
してもらった。結局、その症状の原因を特定すること
はできなかったが、徐々に症状は治まってきた。その
後、担任は会の方針（「子どもの普通の幸せを願う」）
に賛同し、家庭、学校、会の間でよく対話が行われる
ようになった。さらに担任は会に定期的にボランティ
アとして参加するようになった。このことで、学校と
会との対話が密になり、その後のＭの進学などもス
ムーズになった。

②事例Ｓ
　Ｓは小学校特別支援学校の２年生（入会当時）、母
親と二人暮らし。日中、母親は仕事に出ており、学校
での子どもの様子を直接見に行く機会が少なくなって
いた。そのような時に支援学級のＡ指導員から学校で
のＳの様子を聞くことができた。その内容は「Ｓがな
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かなか言うことを聞かずに困っている（Ｂ担任発言）」
「クラスの他の子はＳよりも身体機能面では障害の程
度が軽く、そのためＳは活動の時には担任にせかされ
る。それに加えて注意され、とてもつまらなそうに学
校生活を送っている」といった内容だった。これを指
導員からのリークと受け取らず、本人の困り感に焦点
を当てて何とか介入できないかと考えた。その結果、
会として、母親からの相談を受けて、まず学校へ視察
することになった（保護者と学校には許可を得て、保
護者の代わりに迎えにいく）。Ｂ担任はＳ以外の子ど
もに関して注意を払っているが、Ｓの指導については
苦慮している様子であった（見方によっては指導員に
任せっきり）。後日、学校長を通して、Ｂ担任とＡ指
導員にＳの身体面での状況説明をさせて頂くという理
由で会への参加を促す。担任が来ることはなかったが、
指導員が２回ほど参加し、カンファレンスを通して、
家庭の状況、会での支援について情報を共有していく
こととなった。その後は、指導員が中心となって、Ｓ
の身体面へのアプローチを通してＳの気持ちに配慮し
た対応を行い、笑顔で通学できるようになった。
　家庭の代わりに学校とのやりとりを行ったが、決し
て学校の業務に口出しをするわけではなく、会という
場所を利用して、保護者と指導員がＳのことだけを共
有できる時間と空間を提供した。

③事例Ｕ
　Ｕは聴覚過敏があり、大きな声や子どもの泣き声、
そして雷などに異常に反応してしまい、結果として、
泣いている子どもに手が出る、雷のなりそうな天候時
には自宅の部屋に閉じこもったりすることもあった。
ヘッドホンから流れてくる音楽を聴いていると気が紛
れるのだが、それが習慣化して、なかなか学習が進ま
ずにいた。また、本人独自の世界観をもっており、自
分の好むこと以外への興味がかなり薄かった。このこ
とも学習の進度にかなり影響を及ぼしていた。
　このことで母親からの相談があり、それを受けて、
母親からクラス担任へ、一度会へ遊びに来てもらうよ
う伝えてもらった。担任はＵの教育に大変熱心であっ
たが、どちらかというとＵのできないことに対して目
が向いている傾向があった。そこで会では、Ｕがどの
ようにすると集団活動に参加しやすくなるかという視
点で、Ｕの興味のあることと学習を関連付けることで
比較的納得して授業を受けてくれるのではないかとい
う具体的な策を提供した。その後、何度か担任とやり
とりして（当然、保護者も同席して）、最終的には耳
あてをしながらでも安定して授業を受けることができ
るようになった。
　保護者、クラス担任、会で子どもの特性に対する共

通認識を持った上で、本人を含めたみんなが納得いく
具体的な方法を試して、本人の困り感に対応した。

　学校との連携では、Ｑ７学校（担任を含む）生活で「親
子で遊ぼう会」が果たす（果たした）役割は何ですかと
いう問いで、「担任の先生が会を見学された時には、子
どもとの接し方を学ばれたと思う」、「親子で遊ぼう会で
の遊びやアドバイスを知らせることで学校でも手押し車
をしたり、友達と手をつないで教室移動するなどの取組
をしてくださった」などの回答があった。
　学校や教員との連携では、発達障害を持つ子どもの保
護者の６割が困難を感じている（三田村，2011）。困難
の理由として、定型発達の子どもよりも、伝える情報が
多くなり、また質的にも伝えることが難しいものである
ことや、学校と家庭での様子が違うことが多く、お互い
に理解できないことなどがあげられ、その他にも教員に
気にしすぎていると言われるなど、理解してもらえない
という感覚や、普段から迷惑をかけているのにこれ以上
負担をかけられないという気持ちなどが関連している。
同様に教員側も９割が困難を抱えている。教員側の困難
としては、８割が言いたいけれど言えなかったという経
験をしており、その理由として、保護者の心情への配慮
や誤解を招くことへの恐れ、関係性への配慮などが挙げ
られている。
　コミュニケーションがうまくいかない場合は、保護者
から教員への要求や情報提供のみとして、教員から保護
者への要求や情報提供のみなど、双方向的なやり取りに
なっていない場合が多いようである。逆にうまくいって
いると感じられる場合は、子どもの長所を共有できてい
る場合などである。
　保護者と教員のコミュニケーションを円滑に進めるた
めに、サポートを行う必要がある場合もある。この場合、
保護者が専門家にこう言われたからと教員に伝えるだけ
では、教員側も釈然としない感覚を抱くことも多い。こ
のため、クラス担任等にはできる限り活動に参加しても
らい、同じ場面で子どもを観察しながら、保護者、教員、
スタッフで話すことで理解のずれを埋めていった。また、
保護者も、普段から関わりの深いスタッフが同席するこ
とで、教員にも安心して話すことができるなどの効果が
ある。保護者同士の関係性や情報交換、スタッフによる
専門性の提供によって、保護者がエンパワメントされ、
学校の教員との連携が円滑にいくケースもあると考えら
れる。
　このような、スタッフや保護者、教員の情報交換や連
携の前提には、個別的に配慮した安心して活動できる場
の提供が基本としてある。これらの中心には子どもがお
り、その子どもを中心として様々な連携をしている。こ
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のため、子どもが楽しく、少しでも発達を促すような関
わりを行うことがまず重要となり、それが会と、保護者、
学校との連携や信頼関係を生むために重要となる。この
基本的な活動を中心に、柔軟に様々な場を提供して、コー
ディネートしていくことで個別のケースに対応した効果
が生じている。
　宋ら（2004）の調査研究では、保護者は学校・療育機
関・親の会などの団体に、それぞれ他機関・団体と連携
するように望んでいるという結果が示されている。また、
高橋ら（2004）は生涯発達の視点から、乳幼児をもつ家
族は子どもの特性やその特性にあった子育ての方法や社
会資源の活用に関する知識、学齢期になると適切な教育
環境の確保や学校外での社会参加の場を拡大していくこ
とが必要であると指摘している。また、思春期や青年期
の障害者とともに生活する家族には、卒業後の進路決定、
子どもの自立をめぐる課題や親に代わる扶養の問題を考
えていくことが求められる。この時期までに地域での関
係がつくられるように支援することが課題になると述べ
ている。
　しかしこれらを実現していくには、人的、物的な資源
の確保が重要となる。「Ｑ９その他、会に対する要望等
ございましたらご記入ください」という問いには、「ど
うしても数年で終わる療育が多いので、長く成長の過程
を見てくださる会であることを希望します。」、「ずっと
継続していただけたら嬉しいです」、「中学生でも参加さ
せてほしい。」などの回答があり、継続した支援が課題
であると考えられた。

　これまでの発達・教育相談の中で、学校の担任が障害
をなかなか理解してくれないといった保護者からの意見
が目立ち、その意見が時として愚痴では済まないケース
もあった。そのような場合には、保護者と学校との間に
入り、子どもの障害の程度や配慮点などの説明を行う訳
だが、会から要望を伝え過ぎるのではなく、学校関係者
にもなるべく活動に参加してもらうか、活動を見学して
もらい、保護者といっしょになって子どもの様子を見
て、そこに我々からの説明を加えるというスタンスで臨
んでいた。また、時間の許す限り保護者や学校関係者に
は、カンファレンスに参加してもらった。カンファレン
スでは、療育を実践していたために、感覚統合的な視点
でアドバイスをすることはあったが、それよりむしろ生
活の中でその子どもにとっての最優先事項を重要視して
きた。優先事項は保護者の思いであったり、子どもの困
り感であったりしたのだが、その様子を学校関係者に直
に見て感じてもらうことによって、子どもの普段の生活
について考えてもらう機会としたのである。
　一方で、保護者も学校に対する批判ばかりをするので

はなく、自らを省みて、専門職のスタッフがコメントし
た内容を生活の中に取り入れ実践して自ら子育てのスキ
ルアップを啓発した。その結果、数人のスタッフがそれ
ぞれの立場から異なる意見やアドバイスをすることが
あった場合でも、保護者はそれに対して、不安になら
ず、「まず○○からやってみよう」「まず○○をやってみ
て、次に△△をやってみよう」というようにスタッフの
意見を信頼し、保護者自らが積極的に判断して実践する
ようになっていった。荒木ら（2008）の障害児を育てる
家族の意思決定に関する調査結果では、家族の意思決定
上の困難として、「情報が少なすぎて、決められなかった」
（24.4％）、「メリットやデメリットについての情報が不
足していた」（23.3％）など判断のための情報の不足が
上位に挙がっており、「自分の気持ちや価値観から、受
け入れられなかった」（10.0％）、「情報が多すぎて、決
められなかった」（4.4％）などの要因を大きく上回って
いた。また、幼稚園や学校の決定や変更の意思決定の際
に受けたサポートとして、複数の専門家の意見が 24.6％
であったが、同じような子を育てる家族の情報が 21.5％
であり、他の保護者との交流が重要な情報源になってい
ることがうかがわれる。しかし、専門家が感じている家
族の意思決定の困難では、「家族が正確な、あるいは適
切な情報を得られず、どうすればよいかわからなかっ
た」（38.4％）を「家族が情報を整理できず、決められ
なかった」（43.8％）が上回っており、情報が十分に整
理されず活用されていない可能性も指摘されており、情
報提供と情報の整理の手伝いがともに重要になる。この
ようなサポートを行えば、保護者は様々な場面で主体的
に判断して、行動できるようになるものと考えらえる。
この実践の積み重ねが発達障害児の子育てに対する不安
感の軽減へとつながり、保護者同士の集まりが自然と自
助グループのような雰囲気になっていった。また、いつ
までも方法論（対処療法）のみを求める保護者が会に所
属することもあったが、最終的には会をやめていくこと
が多かった。与えられるのではなく、スタッフと共に模
索していく方針に賛同した保護者は残っていったのであ
る。脱退する保護者については、基本的には会の課題と
はとらえておらず、その保護者や子どもにとってより必
要な支援を保護者自身で判断して求めた結果であると捉
えた。ただし、一度つながりを持ったということを大切
にして、他の機関を紹介するなどのフォローも行ってい
た。
　また、実践事例やアンケートでは述べることはできな
かったが、地域とのつながりという面で、元々障害や臨
床に関心があって参加していた学生ボランティアが、こ
の会での活動機会がきっかけとなって「もっと成長した
い」と思い、卒業後に福祉関連の事業所に就職したり、
就職後にもスタッフや子どもたちとのつながりが継続し
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ているケースもあった。なお、ボランティアスタッフ達
は、現在でも保護者と連絡を取りながら繋がっており、
子どもたちのその後の情報をよく知っている場合も多
い。少数ではあるが、発達障害児とその家族を理解しよ
うとする人材の育成にも寄与する結果となった。

　事例やアンケートを通して活動の留意点をまとめる
と、「当事者とその家族自身がその能力を高め問題を解
決できるように支援する」ためには、保護者が他の保護
者と関わったり、専門家から専門的な知識を得ることで、
客観的に子どもを見る能力を養うことが重要となる。特
に他の保護者との関わりは、専門機関では得られないこ
ともある。交流を行う際には保護者同士の関わりが実り
多いものになるように配慮する必要がある。また、スタッ
フや保護者が本音で話し合うということは、保護者とし
ては自身の対応や子どもについて批判される恐れがある
が、そういった部分を不安に感じながらも自己開示して
いくことで、少しずつ話すことができるようになり、う
れしい面でも、辛い面でも考え方がより現実的になり、
結果として有益な情報を得られたり、コミュニケーショ
ンの齟齬が減ること、自身から発信する能力の向上など
にもつながっていっていると考えられる。
　「地域と当事者及びその家族が連携できるように支援
すること」では、まず同じ場面でボランティアスタッフ
や保護者、学校教員などが、同じ子どもの同じ場面を見
ながら話すことで、お互い共通の認識を持ちやすくなる。
これは、発達障害の子どもは場面によって大きく行動傾
向が変わることが多く、家庭のみ、学校のみの子どもの
様子のみで話し合おうとすると子どもに対する見方が大
きくずれが生じてしまうことなども理由としてあげられ
る。そして共通の認識を基に、保護者や教員がお互い納
得できる支援方法を考えることができるように、スタッ
フはサポートすることが必要になる。地域との連携には、
当事者だけではなく、お互いに納得することが重要にな
る。
　野田（2009）は、障害児の家族支援に対する重要な要
素として、１つ目に、現在の子どもの状況や障害の原因・
治療法、予後に関する最新の知見、育児や対応方法につ
いて、医療機関・相談機関などの社会資源の紹介などの
適切な情報提供。２つ目に、日常の生活の中で家族自身
が強みを生かして課題に対応するための、家族の対応力
の向上。３つ目に、家族自身が抱える不安や苦しさに寄
り添い、社会とのつながりを保つための、家族の心理的
な支え。４つ目に、支援者が一貫した支援を行うための、
多職種・多機関による連携を挙げている。十分とは言え
ないが、これら４つの要素を含む支援を、保護者、他の

保護者、専門家が協力しながら行うことができていたと
考える。
　会の活動では、スタッフはいつも真剣勝負であった。
それはこの支援が一時的なものではなく、子どもの一生
に寄り添っていくものだという意識があったからであ
る。この会の根幹にあるのは、「子どもに楽しく生活し
てほしい」、「子どもと家族の普通の幸せを願う」気持ち
だけである。だからこそ一人ひとりのことを真剣に時間
をかけて考えて、家族との精神的なつながりを重要視し
て、ただ方法論を提供するような会となることはなかっ
た。
　今回の事例では紹介できなかったが、クラス担任が会
へ参加できない場合などはNPOの専門スタッフが学校
を訪問したり、保護者の要望があれば時間を問わず自宅
を訪問したりすることもあった。また、事例Ｓで挙げた
ように、学校から自宅までの送り迎えを通して実際の様
子を知り、指導員の先生を会に招くなど、行政や学校、
当事者にはなかなかできない、自由に活動できるボラン
ティア団体という特性を生かした支援を行ってきた。「か
ゆいところに手を届ける、親切なお節介」活動として今
後も子どもに関わるすべての人々と協働した支援の在り
方を模索していきたい。
　最後になりましたが、アンケートに協力していただい
た保護者の皆様、支援を理解し協力していただいた方々、
そして何よりも子どもたちへ深く感謝いたします。
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